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の見読性や柔軟性を高めるため、主に Microsoft Ⓡ Word VBA を用いて作

























































条項数  法令名 
所法 2,047 4,004 1.96 3,803 858 158 0 3,221 12 
所令 3,520 7,147 2.03 6,890 1,669 165 4 6,136 11 
所規 2,247 4,390 1.95 4,278 1,173 90 1 3,813 8 
相法 834 1,751 2.10 1,634 146 56 0 1,388 7 
相令 542 1,373 2.53 1,302 159 29 0 1,130 9 
相規 657 911 1.39 830 110 33 0 687 6 
法法 2,143 4,984 2.33 4,751 769 132 0 4,130 11 
法令 5,095 12,507 2.45 11,950 2,247 303 0 10,224 35 
法規 1,711 2,905 1.70 2,784 795 48 1 2,422 43 
消法 622 1,366 2.20 1,320 65 37 0 1,135 10 
消令 1,242 2,426 1.95 2,340 195 59 0 2,037 12 
消規 628 692 1.10 670 28 19 0 589 7 
通法 1,143 1,469 1.29 1,366 345 43 0 1,155 11 
通令 509 808 1.59 758 288 21 0 649 18 
通規 100 171 1.71 159 73 0 0 153 2 
徴法 811 905 1.12 842 247 31 0 698 9 
徴令 346 440 1.27 417 147 10 0 363 5 
徴規 39 50 1.28 48 22 0 0 45 2 
措法 12,455 36,302 2.91 34,164 902 1,110 1 27,890 20 
措令 15,674 41,274 2.63 39,256 881 937 0 33,272 41 
措規 10,323 20,798 2.01 19,785 309 459 0 17,324 23 
合計 62,688 146,673 39.50 139,347 11,428 3,740 7 118,461 302 
平均値 2,985 6,984 1.88 6,636 544 178 0.33 5,641 14 
標準偏差 4,367 11,669 0.52 11,055 593 303 0.91 9,270 11.9 






















８～12 計  法令名 
所法 47 0 3 147 160 204 11 57 579 
所令 63 0 34 104 296 217 11 92 720 
所規 48 3 88 70 135 111 1 60 377 
相法 7 0 13 40 61 99 4 29 233 
相令 4 0 15 35 49 57 2 14 157 
相規 3 0 9 15 73 29 5 12 134 
法法 63 0 46 89 231 208 3 44 575 
法令 156 0 80 358 606 496 51 135 1,646 
法規 25 6 25 118 133 70 5 11 337 
消法 1 0 0 52 52 57 0 24 185 
消令 12 0 8 56 128 88 11 12 295 
消規 2 0 0 16 32 29 2 2 81 
通法 51 0 3 41 61 70 8 28 208 
通令 21 0 5 23 30 35 2 14 104 
通規 2 0 0 0 3 1 0 2 6 
徴法 34 0 8 22 45 45 3 21 136 
徴令 9 1 8 3 22 12 1 8 46 
徴規 1 0 1 0 2 0 0 0 2 
措法 27 160 382 1,423 2,365 1,562 178 364 5,892 
措令 32 283 557 1,272 2,238 1,366 252 299 5,427 
措規 5 91 356 367 1,007 571 61 99 2,105 
合計 613 544 1,641 4,251 7,729 5,327 611 1,327 19,245 
平均値 29 26 78 202 368 254 29 63 916 
標準偏差 36 71 154 395 685 431 65 97 1,664 



















1 105,034  88.67% 
2 10,557  8.91% 
3 1,710  1.44% 
4 622  0.53% 
5 235  0.20% 
6 114  0.10% 
7 44  0.04% 
8 28  0.02% 
9 36  0.03% 
10 16  0.01% 
11 15  0.01% 
12 10  0.01% 
13 9  0.01% 
14 3  0.00% 
15 3  0.00% 
16 5  0.00% 
17 0  0.00% 
18 3  0.00% 
19 2  0.00% 
20～43 15  0.01% 










は、計 1,266 件であり、全体（12,455 件）の 10％程度である。また、措令につい
ては、消費税法関連部分が区分されていない６章「消費税法等の特例」（1,019
件）を全て除外するとしても、計 1,295 件で全体（15,674 件）の８％程度であ
り、さらに、措規についても、同様に消費税法関連部分が区分されていない５章







































条項数  法令名 
他法律 7,600 14,479 1.91 13,716 1.80 11,727 1.54 12 
措法 12,455 36,302 2.91 34,164 2.74 27,890 2.24 20 
他政令 11,254 24,701 2.19 23,657 2.10 20,539 1.83 35 
措令 15,674 41,274 2.63 39,256 2.50 33,272 2.12 41 
他省令 5,382 9,119 1.69 8,769 1.63 7,709 1.43 43 
措規 10,327 20,798 2.01 19,785 1.92 17,324 1.68 23 
全法律 20,055 50,781 2.53 47,880 2.39 39,617 1.98 20 
全政令 26,928 65,975 2.45 62,913 2.34 53,811 2.00 41 
全省令 15,709 29,917 1.90 28,554 1.82 25,033 1.59 43 
他法令 24,236 48,299 1.99 46,142 1.90 39,975 1.65 43 
措法令 38,456 98,374 2.56 93,205 2.42 78,486 2.04 41 
計 62,692 146,673 2.34 139,347 2.22 118,461 1.89 43 
表３ その他の主要法令と特別措置法関連法令との比較 

























































































































































































・ ・ ・ ・
所得税法第二十二条及び第八十九条又は同法
第百六十五条」とすることが一つの工夫として考えられよう。
（３）曖昧さのない例
　ただし、表４－２のパターン番号75番から86番までに該当する53件の事
例でも11件ほどを除き大部分のものについては、上記（１）ないし（２）
で紹介したような曖昧さが余りないものと考えられる。例えば、上記
（１）のはじめの事例と同様にパターン番号76番に該当する法法14条《み
なし事業年度》２項１号柱書後段では、連結子法人となるべき内国法人が
月次決算をしている場合の特例について、次のとおり規定している。
前条第一項及び前項第六号又は第七号の規定にかかわらず、次に掲げる場合の区
分に応じ、それぞれ次に定める期間を、当該他の内国法人の事業年度とみなす。
（下線は筆者）
　ここで、下線部の「前条第一項」は、法法13条《事業年度の意義》１項
の一般的な場合の「事業年度」の定義規定を示しており、また「前項」は、
同14条１項を示していることから、「第六号又は第七号」は、同項の各号
を示しているものと考えることが自然であろう。このように、たとえ複数
の接続詞が用いられている場合であっても、当該条項名が属すると考えら
れる法令、条、項、号などの構文上の区分の包含関係を基準として各接続
詞の優先度を判別すること（以下「包含関係基準」という。）ができる場
合が多いといえよう。
　ただし、上記のルールでは、整理できない場合も例外的にある。例え
ば、上記の事例よりも更に複雑なパターンであるパターン番号85番に該当
する措令25条の10の２《特定口座内保管上場株式等の譲渡等に係る所得計
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算等の特例》第９項３号は、次のとおり規定している。
第十四項第三号、第四号、第十五号、第二十二号、第二十七号及び第二十八号の
移管による上場株式等の受入れは、同項第三号、第四号、第十五号、第二十二
号、第二十七号又は第二十八号及び第十五項から第十七項まで若しくは第十九項
から第二十一項まで又は第二十五条の十の五に定めるところにより行うこととさ
れていること。（下線は筆者）
　ここで「第十五項から第十七項まで」は、同条15項から17項までに規定
されている特定口座間の相続時等の移管手続を示しており、「第十九項か
ら第二十一項まで」は、同条19項から21項までに規定されている保険会社
の組織変更に伴う移管手続を示している。また、「第二十五条の十の五」
は、同令25条10の５《特定口座継続適用届出書等》に規定される口座名義
人の出国の際の特定口座の継続手続に係る規定である。
　そこで、上記の法文に包含関係基準を適用すると、下線部の先頭の「同
項第三号」から二重下線を付した「及び」までが「号」レベルの一つの区
分となる。つぎに、当該区分を含む、下線部の先頭から二重下線を付し
た「又は」までが「項」レベルの一つの区分となる。すると、包含関係基
準では、二重下線を付した「又は」が最も優先度の高い接続詞となるはず
である。しかし、仮にそうであるとすると、上記の「号」レベルの区分に
おいて「又は」が用いられ、一方、「項」レベルの区分で「若しくは」が
用いられていることをうまく説明できない。また、規定の内容からいって
も、上記の「及び」までが一般的な規定であり、「及び」以降が例外的な
規定であることから、当該「及び」で区切ることが妥当であろう。
　したがって、上記の法文で包含関係基準を満たすためには、下線部分を
例えば、次のとおり変更することが考えられよう。
同項第三号、第四号、第十五号、第二十二号、第二十七号又は第二十八号に定め
るところにより、かつ、この条の第十五項から第十七項まで若しくは第十九項か
ら第二十一項まで又は第二十五条の十の五
	 ３　「若しくは」が３個以上用いられているもの
　本章では、「若しくは」が一つの複合指定候補の中で３回以上用いられ
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ている表４－１のパターン番号20番から25番までに該当する事例（【資料
２】「個別分析表（「若しくは」３回以上）」掲載の14件）に注目して、そ
れらの中の幾つかについて曖昧さがあると認められる例と必ずしもそうと
はいえない例を紹介したい。
（１）曖昧さがある例
　接続詞の「若しくは」が複数用いられている場合に曖昧さが発生する原
因となるのは、例えば、「Ａ若しくはＢ又はＣ」というように各条項名が
「若しくは」と「又は」で既に階層的に連結されているものを更に「Ｄ又
はＥ」と「又は」で階層的に連結するような場合である。なぜなら、その
連結の結果は、「Ａ若しくはＢ若しくはＣ又はＤ若しくはＥ」となり、当
初の「若しくは」と「又は」の階層構造が失われてしまうためである。
　例えば、パターン番号20番に該当する所令183条《生命保険契約等に基
づく年金に係る雑所得の金額の計算上控除する保険料等》４項1号では、
次のような法文がある。
これらの掛金又は保険料の額のうちに、法第三十一条第三号若しくは第三十五条
第三項第三号若しくは第七十二条第三項第五号若しくは第八十二条の二第二項
第五号（公的年金等とされる年金）に規定する加入者の負担した金額…又は第
七十二条第三項第四号若しくは第八十二条の二第二項第四号に規定する勤務をし
た者の負担した金額がある場合には、これらの金額を控除した金額とする（下線
は筆者）
　ここで、「法第三十一条第三号」又は「第三十五条第三項第三号」は、
それぞれ所法31条《退職手当等とみなす一時金》３号が規定する確定給
付企業年金に係る退職一時金又は同法35条《雑所得》３項３号が規定す
る確定給付企業年金を示し、他方、「第七十二条第三項第五号」又は「第
八十二条の二」は、それぞれ所令72条《退職手当等とみなす一時金》３項
５号が規定する確定給付企業年金に係る退職一時金又は同令82条の２《公
的年金等とされる年金》第２項５号が規定する確定給付企業年金を示して
いるものと考えられる。つまり、上記の法文の下線部分のうち二重下線を
付した「若しくは」の前は所法、そして、その後は所法ではなく、所令の
条項名を表しているわけである。
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　ところで、仮に上記の法文で二重下線を付した「又は」がなければ、下
線部は、次のような記述になるものと考えられる。
法第三十一条第三号若しくは第三十五条第三項第三号又は第七十二条第三項第五
号若しくは第八十二条の二第二項第五号
　上記の記述では、構文上の階層構造が明確化されることにより、「又は」
の前と後の記述が階層上同レベルとなることから、先頭の「法」の適用範
囲が一応「又は」の前までであると理解できるかもしれない（19）。このよ
うに、「又は」を含む一定の記述を、構文上の階層についていわばレベル・
ダウンして、「若しくは」に置き換えて使用する場合に、同時に構文上の
「又は」による階層構造も失われてしまうことが一つの問題といえよう。
　なお、少なくとも検討対象法令では、「この法律」、「この政令」、「この
省令」、「この条」、「この項」、「この号」などという参照の仕方は随所に見
られるが、それ自身を指す「本法」、「本令」、「本条」、「本項」、「本号」な
どという参照の仕方をすることはまれである（20）。しかし、前記の法文の
（19）ただし、パターン番号22番に該当する同じ所令218条《二以上の居住者が
ある場合の同一生計配偶者の所属》１項では、次のように階層上同レベルの
条項名が「若しくは」で列挙される場合に、一貫して所法の条文を参照して
おり、同様な法文も検討対象の14件のうち５件と多くある。一方、所令183
条のような法文の記述は、当該１件のみであることから、むしろ希であると
いえよう。
同項に規定する居住者の提出するその年分の法第百十二条第一項（予定納
税額の減額の承認の申請手続）に規定する申請書、確定申告書又は法第
百九十四条第一項若しくは第二項（…）、第百九十五条第一項若しくは第
二項（…）、第百九十五条の二第一項（…）若しくは第二百三条の五第一
項（…）の規定による申告書（…）に記載されたところによる。（下線は
筆者）
（20）調査対象法令の本則部分について調べてみると、例えば、「本条」が用い
られている条文は一つのみで、「本項」、「本号」を用いている条文は、見当
たらない。なお、「本条」が用いられている条文は、具体的には、徴法189条
１項の次の両罰規定であるが、その意味は、「この条」という意味よりも、
むしろ「その条」を意味しているものと考えられる。
第百八十九条　法人の代表者（人格のない社団等の管理人を含む。）又は
法人若しくは人の代理人、使用人、その他の従業者が、その法人又は人の
業務又は財産に関して前二条の違反行為をしたときは、その行為者を罰す
るほか、その法人又は人に対し各本条の罰金刑を科する。
　　　確かに、「本法」という用語については、例えば、所法からの委任を受け
る立場の所令から所法をみる場合に慣用的に所法を「本法」と呼ぶことが多
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ような一見して曖昧な記述の場合には、次のような記載が許容されてもよ
いのではなかろうか。
法第三十一条第三号若しくは第三十五条第三項第三号若しくは本令第七十二条第
三項第五号若しくは第八十二条の二第二項第五号
（２）曖昧さのない例
　少なくとも検討対象とした包含関係基準に留意すれば、「若しくは」が
多く用いられている場合であっても多くの場合、曖昧になることはない。
例えば、「若しくは」が最も多く用いられているパターン番号25番に該当
する消法12条の４《高額特定資産を取得した場合の納税義務の免除の特
例》第１項では、次のような法文がある。
…その基準期間における課税売上高が千万円を超える課税期間及び第九条第四
項の規定による届出書の提出により、又は第九条の二第一項、第十条第二項、第
十一条第二項若しくは第四項、第十二条第二項から第四項まで若しくは第六項、第
十二条の二第一項若しくは第二項若しくは前条第一項若しくは第三項の規定により
消費税を納める義務が免除されないこととなる課税期間を除く…（下線は筆者）
　ここで、包含関係基準によれば、下線部のうち二重下線を付した「若し
くは」による列挙が最もレベルの高い「条」レベルの構文上の階層に属し、
その他の「若しくは」の構文については、レベルのより低い「項」レベル
の階層に属すると解することは容易であろう。
	 ４　まとめ
（１）曖昧さを生む原因
　以上、主要租税法令について具体的な事例に基づき悉皆的に調査・検討
した結果に基づけば、それほど件数は多くはないものの、課税要件明確主
義が要請される租税法令においても、条項名の参照に限ってさえ、その意
いので、その点でも使いにくいのかもしれない。ただし、地方税法など他の
法令では、「本条」、「本項」、「本号」という参照は、それぞれ「この条」、「こ
の項」、「この号」という意味で多く用いられている。
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味する内容が曖昧になる場合があることについて、より明確に指摘できた
のではないかと思われる。
　そして、そのような曖昧さを生む原因に係る本稿の結論としては、次の
３点を指摘しておくこととしたい。
　①「及び」、「並びに」、「又は」そして「若しくは」の混用
　②本来的「又は」の「若しくは」へのレベル・ダウン
　③法令や条項それ自身を明示するための簡便な語法の欠如
（２）将来的な改善方法
　上記（１）で整理した曖昧さを生む各原因に対する現状でも実行可能な、
いわば工夫レベルの個別具体的な対処方法については、上記２ないし３の
検討の中で述べたとおりであるが、より抜本的な改善方法として将来的に
検討すべきと考えられる方法は、前稿でも指摘した（21）が、法令の付番体
系を米国法制などにならって、法律・政令・省令で異なったものを用いる
ことであろう。これにより、法文の見読性が高まるとともに、曖昧さも相
当程度防止できるものと思われる。各法令を漢字で縦書きにしている現状
では、いろいろな面で相当の困難が伴うものと考えられるが、将来的に記
法を横書きにして算用数字を用いるように変更する際には、是非検討すべ
き課題であると考えられる。
	 おわりに
　昨今のパソコンの高性能化や法令 XML データやインターネットなどの
社会情報基盤の整備に伴い、租税法令のような膨大な法文データについて
も本稿で紹介したような悉皆的な調査・検討方法が容易に実施できるよう
になってきた。パソコン等によって、ある程度自動解析を行い、その分析
結果に基づいて検討対象を効率的かつ効果的に絞り込むことが可能になっ
たといえよう。そのような観点から、本稿が興味を同じくする読者に何ら
かの示唆を与えることができたとすれば幸いである。
（21）前掲注１、同資料25参照。
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【資料１】個別分析表（「及び」「又は」「若しくは」の混用）
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（注）隅付き括弧（【 】）は、検出された「条項範囲」を示す。また、下線部分が
左頁の識別番号の「複合指定候補」である。以下同じ。
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